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住民のいのちや暮らし守る

医療・公衆衛生と

教育の充実を

肝

』

新型コoナ ウイルス感染症の拡大で、保健所や医療機関の体制のぜい弱さが浮き彫り

した。歴代の自公政権は、医療費削減を目的に病床と人員の削減を繰り返してきました。

健所は1990年 代から半分近くにまで削減され、これが新たな感染症に対応できない体制

まいました。住民のいのちを守るため、いまこそ国・地方自治体の責任で、保健所・地域医療

強化へと転換することこそ求められています。
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世界的に少ない日本の医師数 感染症病床は半減した保健所
日本の医師数はOECD平 均の68%1/5以 下に
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身近な病院がなくなる…

国・自治体の責任で

公立・公的病院の拡充を
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自公政権による社会保障切り捨て政策のもと、

公立・公的病院の統廃合がねらわれています。

新型コロナで、公立・公的病院の役割が明らか

になりました。全国どこに住んでいても必要な医

療が受けられるように、国・自治体が責任を持って

公立・公的病院を運営し、体制を拡充していくこと

が必要です。

12000

100009,716

8000

6000

4000

2000

0

1,758

門
1996年2019年

学級規模を20人程度にして

子どもたちが安心して学べる学校を

今の学級規模40人 の基準では、教室で子どもたちが

ソーシャルディスタンスを確保することは不可能です。一

斉休校後の20人 程度の分散登校時には、子どもたちは

ゆったりと生活し「安心して質問ができた」、先生方も「一人

ひとりに十分な声かけができた」などの声があがりました。

安全・安心だけでなく、子どもたち一人ひとりを大切にす

る教育を実現させるためにも、少人数学級の実現が求めら

れています。
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私たち公務の職場で働く労働者は

住民のいのちと暮らしを守る

公務 ・公共サービスの充実を求めています
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菅首相は就任会見で「自助・共助・公助」をめざす社会像と明言し「自己責任」論が

強調されています。新型コoナ ウイルスによる戦後最悪の感染症と、広

範囲にわたる豪雨災害に見舞われるなか、住民の安全・安心を守
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る行政の役割(公 助)の 拡充が求められています。

公務員は憲法第15条 で 「全体の奉仕者」とされ、住民の

いのち・暮らしを守ることが仕事です。私たちは、行政・教育職

場の民営化や民間委託などではなく国・自治体が直営で公

務・公共サービス、教育を提供していくことを求めています。
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恒常的な人員不足で自治体はピンチ

狙われる窓口のアウトソーシング化

自治体窓口は、まさに住民のみなさんと職員を結ぶ開か

れた扉です。職員はみなさんの声を受け取り、役所内で連

携を図り問題を解決します。現在、この声を受け取る職員が

圧倒的に足りていません。そればかりかその扉さえアウト

ソーシングの対象とされようとしています。

コロナ危機でも、災害時でも、職員は住民のために働きた

いと思っています。いまこそ働く地域に精通した職員の採用

が必要です。

解消は急務

非正規教員増・教員未配置問題

地方の教育委員会が独自にすすめている少人数学級や、

病休や産休・育休をとっている教員の代替などは、非正規教

職員が担っており、穴埋めする教員が見つからない実態が

全国に広がっています。正規の教員とまったく同じ職責を担

わされながら、低水準の給与や次の任用に不安を抱えなが

ら、雇用の調整弁として使われています。

必要な教育条件を維持するために、非正規でなく正規の

教員確保が必要です。

低すぎる保育士の配置基準
保育室の面積基準も低すぎ

日本の保育士の配置基準は、4・5歳児については1人 の

保育士に対して子ども30人 となっています(イギリスでは

13人 、フランスでは15人)。 また、保育室の面積基準は、子

ども1人当たりわずか1.98㎡ でしかありません。

この基準では、1人ひとりの子どもにしっかりと向きあい、

丁寧に接することや密集・密着を避けることはできません。

配置基準を引き上げ、保育所で子どもが楽しく、安全に過

ごせる環境をつくることが必要です。

安心・安全の日常生活確保ヘ

インフラ老朽化対策は急務

9名 の尊い命が奪われた「笹子トンネル」での天井板崩落

事故(2012年12月)。 これを契機に橋やトンネルなどの社

会インフラの老朽化が注目され、対策が講じられています

が、追いついていません。職員不足、技術力不足、財政不足

が原因なのは、国も地方自治体も同様です。

道路・河川・港湾施設などの維持管理や老朽化対策などへ

人と予算を配分することが住民のみなさんが安心して日常

生活を送れることにつながります。

憲法を暮らしと行政 ・教育にいかそう
新型コロナウイルスは、人々のいのち

と暮らし、子どもたちの学ぶ権利を脅かし

ています。

憲法は、すべての国民は 「個人として

尊重される」「健康で文化的な最低限度

の生活を営む権利を有する」「等しく教育

を受ける権利を有する」と規定していま

す。この権利を保障し、具体的に実現す

ることこそが政府・公務員の仕事です。

菅首相は改憲をめざしています。憲法

を変えるのではなく、よりどころにして、
一人ひとりが声を上げて、誰もが自分らし

く生きられる社会、お金の心配なく学べる

社会を実現していきましょう。


